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序　章　研究実践へ
　⑴　第１部の振り返り
　欧米では，研究領域としても，大学院・学部での講義科目としても，Business 
Economics という分野がすでに「市民権」を得ている。我が国でも，過去10年間，経営系
大学院等に，ミクロ経済学・産業組織論の一分野として，講義科目が設置されてきた。
　最近期の動きとしては，2016年度から東京理科大学経営学部に「ビジネス・エコノミク
ス研究科」が設置された。経営学部にそういった名称の研究科が出来ることは，これまで
の経営学の中に「ビジネス・エコノミクス」が正式な位置づけを得るに至った一つの証左
である。
　Business Economics とはどのような研究領域か？実は呼称も様々存在し，Managerial 
Economics や日本語で「経営の経済学」と呼ぶこともあるが，要するに，研究対象が企業・
産業活動全般に及んでおり，従前は経営学がその対象としていた研究領域を，経済学の手
法で分析すること。これが Business Economics の定義の最大公約数といって良い。
　⑵　第２部の実践編に向けて
　さて，経済学の分析手法とは一体どのようなことを意味するのか？
　Business Economics について経営学者に問い質した場合，10人中９人までが，Harvard 
Business School の Michael Porter 教授の名前をまず想起するのではないであろうか？そ
の著『競争の戦略』で経済学，主には産業組織論の考え方を援用して，経営戦略論につい
て新しい理論体系を構築した。
　初期の頃のイメージはそれで間違いないが，最近期の分析ツールは，同様にミクロ経済
学から発展した「ゲームの理論」と「情報の経済学」である。そして何よりも分析手法に
加え，その領域が企業の内部組織や意思決定の問題にも広がりつつあるのが最大の特徴で
ある。経営学も経済学も「役に立たない」といわれる中で新たな境地を広げている最中に
あるといったのが現実であった。
　第２部で触れるが実際の教育現場においては Business Economics という学問に学生が
触れるとき，一番反応が良いのはこの分析手法そのものである。
　また，このような経済学の分析手法を他の学問に展開している事例として，政治学，意
思決定，会計学への展開等を見出すことも出来た。政治学は特に「公共選択論」という一
つの学問領域になり現在も発展を繰り返している。
　筆者は政治学へ経済学分析手法を援用する以下の書物につき研究成果の一つとして翻訳
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している。
〇 Roger D. Congleton (2011), Perfecting Parliament, Cambridge University Press, 横山
彰他監訳 , 平井友行他訳『議会の進化』勁草書房，2015年
　本著では国家の意思決定の基本構造である議会の形成過程を歴史分析している。組織に
おける意思決定の課題を民主主義・議会にまで拡げ，経済学の分析手法を活用する公共選
択論アプローチにより説明している。
　経済学の分析手法というと一般均衡理論に代表される数理経済学が想定されがちである
が現在最も受け入れられるのは「ゲームの理論」に代表される意思決定論と第２部の実践
現場でも触れる「情報の経済学」であった。
第１章　文献研究から実践へ
　本プロジェクトの二年目は一年目に引き続き以下の問題意識を持ち基礎的な文献研究等
を実施した。
　
〇 Business Economics という研究領域が我が国にどのように受容されているか？
〇そもそも Business Economics とは？
〇 Business Economics の分析対象・分析方法はどのようなものなのか？
〇既存の経営学との関係はどのようなものなのか？
〇 Business Economics の分析方法が他の学問及び実践に援用されているのか？
　
　更に理論的な文献研究等を基礎にした上で，女子栄養大学等における講義によって管理
栄養学等の経営学・経済学とは全く異なる研究領域においても Business Economics の一
部を構成する情報の経済学が如何に有用かを具体的に明らかにした。
　また，千葉商科大学大学院学生とのディスカッション講義，メルマガ向け研究ノートに
より研究内容を積極的に投稿，他大学等でも「Business Economics」を伝える特別講義を
実践していった。その中においては，我が国企業がＭ＆Ａ，事業ポートフォリオの再構築
を実施する中で Business Economics がその分析手法として如何に有用かを示すことにも
なった。
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第２章　女子栄養大学大学院生に対する「Business Economics」講義
　ビジネススクールと全くことなる管理栄養士を育成することを目的とする女子栄養大
学大学院生に対して Business Economics を講演及び講義した。経済・経営関連のテーマ
とは異なる「管理栄養士の役割」につき「情報の経済学」「行動経済学」を活用して解説・
ディスカッションを行った。また我が国がかかえる資産運用上の課題について「情報の
経済学」を一部活用して説明したところ大きな反応が得られた。
　このプロジェクトは女子栄養大学大学院営業学研究科営業学専攻「履修証明プログラ
ム」における「健康寿命延伸のための食環境整備に関わる高度人材養成プログラム」で
ある。
　対象とする職業は
「健康寿命の延伸に係る健康的な食物・食事の提供，及び，それらを有効に活用するた
めの健康・栄養情報の提供に関わる職業人を対象とする。主な職種は，管理栄養士とす
るが，当該分野の総合行政職，他の技術職等の受け入れも行う」というものであった。
　到達目標ともいえる修得可能な能力は
「A：健康寿命の延伸に関連した栄養学の最新知識と活用のスキル。B：組織マネジメン
トの知識とスキル。C：学んだ知識やスキルを，所属する組織の事業や活動とつなげ，現
状の課題発見・改善に生かすための応用力」というものである。（2016年度については「組
織の経営管理論」を麻生幸教授が「ビジネスエコノミクス」を小職が担当した）
　シラバスは以下の通りである。特に以下のシラバスの下線部分が学生の関心が高かっ
た分野である。アベノミクスといった総合的な経済政策の在り方よりもむしろ日々の自
分自身の活動の中に経済学の分析手法を役に立てることを発見することは，経済学とは
異なる学問領域を学ぶ「管理栄養士」にとっても新鮮な驚きであったようである。
　資産運用上の課題を経済学の分析手法で取り上げると，そもそも受講者に女性主婦が
多く敢然と将来の家計の在り方に対して悩んでいるというところからよく理解出来ると
ころであった。
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【履修証明プログラム用】
授業科目名 ビジネスエコノミクス
授業形態 講義
単位数 １単位
時間数 90分×７回
担当教員名 平井友行
担当形態 単独　・　複数　・　オムニバス
【授業のテーマ及び到達目標】
ビジネスエコノミクスでは，我が国経済社会，企業が抱える現実的な課題につき，経済学のフレームワー
クを基礎にして，他の社会科学の力も十分に活用し，総合的な政策（ソリューション）を導出しようとす
る｡
まずは，現状の我が国の経済構造を分析し，日本経済の課題を導出｡ その中から，我が国企業の進むべき
方向性を，経済危機・金融危機以降の新たなグローバル経済体制を踏まえ，考えていきたい。
【授業の概要】
毎回，多くの事例研究（ケースメソッド）を活用する。事例研究を通じて，国あるいは企業としての ｢課
題｣ を発見，その解決手法を具体的に見出していく力を身に付けること｡
特に，ビジネスエコノミクスは，経営学・公共経営学に，ミクロ経済学（ゲーム理論等）のアプローチを
取り入れたものであり，その基礎的な手法は正確に身に付けること。
【授業計画】
第１回 日本の経済構造
戦後日本を支えた経済構造につき俯瞰 ( 輸出主導型経済構造，米
国経済との関係　内需主導型経済 など )
第２回 グローバル経済と日本経済
経済危機以降の日本経済の課題につき俯瞰（中国経済との関係，
アジア経済との関係，TPP など）
第３回 我が国行財政上の課題
行財政改革と財政赤字，公的年金・社会保障制度の在り方，消費
税問題，地方分権（地方創生）
第４回
日本的経営の未来と新産
業・起業
日本的経営の強み・弱み（ものづくり国の未来 など），産業高度
化，技術方向，サービス産業，産業としての農業 など
第５回
グローバル経済危機と金融
危機
サブプライム問題とリーマンショック等の金融危機と経済危機
（発生過程と今後，新しい金融秩序と金融制度，累積債務問題と
財政赤字問題 など）
第６回 資産運用
我が国の「貯蓄から投資へ」の未来，日本人の資産運用の在り方 
など
第７回 世界の中の日本
国際協調の在り方，保護主義・TPP・貧困問題・環境問題 など
世界がかかえる新たな課題について
【授業外学習】
授業の進め方は､ 教員による講義あるいは学生によるプレゼン，その後，参加者による討議｡ 知識・思考
をアウトプットするスタイルなので，日頃から新聞等を通じて現実的な課題に対し問題意識を持って置い
て欲しい。授業計画には，我が国経済がかかえる様々な課題を羅列しているが，講義では状況に応じて討
議テーマを少しく変更することも有り得る。
【教科書】
特段の教科書は定めない｡ 講義の中で，受講者の習熟度合に鑑み，必要な参考文献，資料等に関する指示（配
布）を行う。
【参考書】
以下の二冊の参考書は基礎的な知識を得る上で良著である｡ ただし，講義の中で常時利用するものでない
ことから，必ず，購入していなければならないという性格のものではない｡
　山内弘隆他著（2012）『公共の経済・経営学』慶應義塾大学出版会
　丸山雅祥著（2011）『経営の経済学』有斐閣
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【教材】
特段の教科書を定めないが，随時必要な参考文献，資料等に関する指示（配布）を行う。
【成績評価の方法・基準】
出席回数，講義への積極性など総合的な評価を実施する。
【備考】
先修条件などは必要としないが，履修期間は特に日本経済新聞・経済誌等には積極的に目を通し，自分な
りの考え方を持つようにしていて欲しい。
第３章　管理栄養士にとっての情報の非対称性とレモンの定理
〇食糧供給会社と消費者との間に情報の非対称性が存在する場合，食糧の栄養状況を的
確に伝えることが使命である管理栄養士の役割は果たすことはできるか？
〇そもそも，食糧供給会社の中に勤務する管理栄養士は「本当の」情報提供をすること
が可能になるか？…
　
　こういった問題について初めて従来型の経済学ではない Business Economics によって
ソリューションを見出すことに対して，管理栄養士である大学院生はどのような反応をす
るかという「実験」を試みてみた。
　容易に想像することができるが，女子栄養大学大学院出身の管理栄養士は食糧品供給会
社に勤務しながら，加工食品等が売れることを会社組織が第一義的に考えることから，本
当に重要な情報提供が出来ていないのではないか？と常に心の中にわだかまりをかかえて
いる。それを前提に以下に進んで欲しい。
　学生達は教員のガイダンスに従いディスカッションを繰り返す中で以下のような結論を
導き出した。
　
⑴　情報の非対称性が存在する場合，仮に食糧供給会社が不満足な情報提供を繰り返せ
ば，食糧品市場はアカロフのいうような意味でのレモン市場となり，消費者は不満足
な情報提供に対して，加工食品等を買わなくなり価格は下がり，その結果，「粗悪な」
商品を供給せざるを得なくなり，最終的には市場が崩壊する可能性すらある。それゆ
えに管理栄養士としては仮に食糧供給会社（セブンイレブン，菓子会社等）に属して
いたとしても正しい情報を伝え続ける必要がある。
⑵　一方，管理栄養士には消費者に対して，食糧供給会社とは立場を逆にして正しい情
報を伝え，健康増進を促す役割がある。消費者側の管理栄養士，食糧供給会社側の管
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理栄養士という二つの軸を持ちながら食品に関する情報提供及び食糧が適切に供給・
需要される仕組みを作る必要がある。
　以上①②の結びは Business Economics の知見を幅広く教育の現場に普及させれば様々
な議論が引き起こされ今後の自分たちの役割を模索する多くの管理栄養士たる大学院生に
とっても非常に有用であることが確認されたものであった。
第４章　家計を預かるものとしての資産運用と情報の非対称性について
〇ゼロ金利・マイナス金利の中で投資信託等を証券会社・銀行等金融機関で購入してい
るがこの行動は正しいか？正しい情報が消費者は得られているか？
　第３章での議論を経ていることから「情報の非対称性」を学生は容易に発見することが
可能となった。結果的には金融機関サイドには食品供給会社に勤務する管理栄養士のよう
に短期的には組織として「正しい」情報を提供するインセンティブが無い。
　しかしながらこのまま金融機関が正しい情報を伝えていくことをしなければ常に悪い情
報と商品が提供される市場として，価格が下がり，下がった価格では更に粗悪な商品が提
供されるという悪循環に陥るという結論を得た。中古車市場（レモン市場）の論理を典型
的に発見することに成功している。あらゆることに適応できる理論を知り経済社会に対す
る分析力の向上を促すことに成功した。Business Economics の力である。
第５章　原発即時ゼロの論理と公共選択論
〇原発即時ゼロは何故主張されるのか？何故原発は推進されてきたのか？
　少し毛色の異なる議論に見えるが，公共選択論でいる所謂「鉄のトライアングル」の議
論を理解することによって，経済政策における意思決定というのはそれぞれのインセン
ティブによって理論的に正しい方向に導かれ得ないということについて説明を実施した。
　第３章，第４章，第５章で触れた議論は食・家計・環境といった一見経済学や経営学と
は無関係に見える話題だが，経済学分析ツールを活用することで問題解決の糸口が見いだ
せることを理解させることに成功した。マクロ経済政策や一般均衡理論だけが経済学と思
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われがちであるが十分にミクロ経済学手法を活用することによって様々な課題の解決が可
能になるということを。
第６章　学生向けメルマガ投稿（3回）－Business Economics について
　第１部でも触れた内容ではあるが二年目にはそれを本学大学院会計ファイナンス研究科
向けにメルマガ等の情報発信を行った。以下はその要旨である。
　⑴　第１回「経済学とBusiness Economics」
　経済学は消費者・企業に対し強い合理性の前提を置き，市場機能の持つ成果を評価する
という道程を経てきている。一般均衡分析は高度な数理的分析を伴い，結果として「一般」
には到底理解出来ないレベルに至った。20世紀後半は理論経済学がまさに「理論」に過ぎ
ず，今振り返れば，現実との乖離著しい時代であり，それに気付かず更に理論の構築と分
析の続いた時代でもあった。
　しかし，1970年代にジョージ・アカロフによる「情報の非対称性」，1980年代には情報
の非対称性を統一的に記述することが可能となる「ゲームの理論」が経済学の中でミクロ
経済学の一応用分野として急速に進展し，状況は一変した。新しい分析ツールは，特定の
制度，インセンティブ下で，企業・消費者が如何に行動するかを分析する「制度派経済学」
等，経済学の中においても大きな影響を及ぼした。一方，「経済学は役に立つか」とたび
たび問われてきた中で，経済学のそういった新しい分析手法そのものが他の学問領域への
展開も見せた。経営学への展開がまさに Business Economics である。
　⑵　第２回「Business Economics の分析対象と分析ツール」
　Business Economics の経営学への展開とは如何なることか？それは，研究対象が「企
業・産業活動全般」であり，従前では経営学が対象とした領域を経済学の手法で分析する
ということだ。但し，研究領域が「企業・産業活動全般」では具体的に何を対象としてい
るか分からない。それは何であろうか？ 今や経営学の中心的テーマの一つである「マー
ケティング」「組織（と意思決定）」の領域にも経済学の分析手法が援用されるようになっ
てきているということだ。一方で，Business Economics の分析ツールは，従前の新古典派，
一般均衡理論（派）とでもいう経済学が得意としたもの全く異なるものである。そこで利
用される分析ツールは「ゲームの理論」と「情報の経済学」である。
　最近のミクロ経済学の教科書として最も著名な一冊として，神取道宏（2014）『ミクロ
経済学』がある。同書では，第一部が「価格理論」，第二部が「ゲーム理論と情報の経済学」
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となる。30年前にはじめてミクロ経済学を学んだ時とは目次構成が異なる。というよりは，
30年前には，第一部にある「価格理論」が「ミクロ経済学」のすべてであった。「ゲーム
理論」や「情報の経済学」は学生が教科書の勉強に飽きないように「最新の経済学」とか
いって数ページ触れられる程度であった。
　古びた「価格理論」では，消費者行動，企業行動，市場均衡，市場の失敗，独占等一般
均衡理論に繋がる理論体系を学べば，ミクロ経済学の学習としては十分であった。まさに，
このこと自体が経済学を一般感覚で「役に立たない」と思わせた理由となっていった。そ
ういう意味では，Business Economics は，ミクロ経済学の中でも最も発展した二分野
「ゲーム理論」と「情報の経済学」を活用して，経営学がこれまで範囲としてきた「企業
活動・産業動向全般」を新しい光で分析しようとするものであるということである。経済
学そのものも「無用の長物」にならない為の必死の前進なのであろう。
　⑶　第３回「Business Economics の展開－公共選択論など」「大学教育における
Business Economics」
　Business Economics のこのような分析手法そのものは，経営学に止まらず様々な学問
領域に広がりを見せている。民主主義社会における経済政策形成はどのようになされるの
だろうか？こういった政策形成に関するテーマは一見政治学のテーマと思われる。しかし
ながら，この分野についても，経済学からブキャナン，タロック等のバージニア学派，ス
ティグラー，ベッカー等のシカゴ学派が，多くの研究を重ねてきた。特にバージニア学派
の研究領域を「公共選択」と呼ぶ。
　我が国の経済政策形成過程において非常に大きな貢献をされた本学名誉学長である加藤
寛博士は公共選択を理論的支柱としてきた。公共選択研究は，最近期，ゲームの理論，契
約の経済理論等に率いられ「政治の経済学」と呼ばれることも多い。
　Business Economics もその対象領域が民間の経営組織から行政・公共企業体に応用さ
れることが多い。組織としての課題を民間部門同様，公共部門も当然にかかえている。そ
の経営の在り方を考えるにあたっては，ミクロ経済学の手法が用いられる。一橋大学にお
ける Business Economics は公共部門を如何に Manage するか，それが Business であり，
その分野に Business Economics の手法が取られている。
　欧米では，研究領域としても，大学院・学部での講義科目としても，Business 
Economics という分野がすでに「市民権」を得ている。我が国では，過去10年間，経済・
経営系大学の大学院及び学部に，応用ミクロ経済学・産業組織論の一分野として，講義科
目が設置されてきた。Business Economics や Manegirial Economics と呼ばれる。
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　例えば，一橋大学では，商学研究科にビジネス・エコノミクスという講義が設置され，
博士課程にはビジネス・エコノミクスというコースが置かれた。
　慶應義塾大学でも商学研究科の修士課程にビジネス・エコノミクスという講義が設置さ
れた。早稲田大学では商学部「ビジネス・エコノミクス研究会」が『ビジネスのための経
済学入門』『入門ビジネス・エコノミクス』という二冊の本を出版した（小樽商科大学ビ
ジネススクールも『MBA のためのビジネス・エコノミクス』という入門書を出版した。）。
　関西方面では神戸大学においては大学院経営学研究科にビジネス・エコノミクス応用研
究という講義が設置された。
　いずれも過去10年間に起きたことだが，ビジネス「エコノミクス」でありながら，経済
学部では無く，商学部・経営学部，専門職大学院，ビジネススクールに設置されているこ
とが多い。それは，Business Economics の分析手法はゲームの理論等応用ミクロ経済学
を援用したものであるものの，対象は企業の経営に関する幅広い諸問題であることからに
よるものであろう。
　より，最近期の動きとしては，本年度から東京理科大学が経営学部に「ビジネス・エコ
ノミクス研究科」を新設した。理科系大学でも，慶應義塾大学理工学部管理工学科におい
てビジネス・エコノミクスが科目として設置されることはあるものの，経営学部の研究科
の一つにビジネス・エコノミクス研究科が出来ることは従前の経営学の中にもビジネス・
エコノミクスがその位置づけを正式に得たということの証左かもしれない。
　本会計専門職大学院においても，Business Economics は十年前の非常に早い段階で設
置された。今後も新たな活き活きとしたグローバルビジネスシーンを分析する一つの方法
論として，Business Economics が果たす役割の可能性と方向性を模索していきたい。ま
た未だに従来通りの経済学だけを教えている様々な教育現場に対しても積極的に新しい経
済学を伝え，経済学の可能性についても伝えていきたい。
第７章　「Business Economics」「国際経済学」「企業評価論」等の講義で
新しい経済学ツールを積極的に活用
　二年目からは，会計ファイナンス研究科において，日本を取り巻く様々な経済事象につ
いて従来の経済学では利用することの無いツールで解説を実施した。
　特に「情報の経済学」「ゲームの理論」等を活用しながら「TPP の現実」，「東日本大震
災と原発問題」等について解説を施すと従来の経済学では到底理解出来ないインセンティ
ブ理論等を学び身近な経済問題を経済学として考えるようになってくれる効果を見出すこ
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とが出来た。
　学生の「経済学離れ」は本来，教えるべきツールがまるで異なり，経済学の現実「透視
性」がきわめて弱くなったことによるものであることを確認した。同時に本学がこういっ
た学生の問題意識をどのように鼓舞し彼らの問題解決能力を高めるべきかというところに
あるということを改めて確認することとなった。
以上
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